
日 建 連 活 動 報 告

の
中
心
に
据
え
た
。

　
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
は
、昨
年
四
月
か
ら
本
格

運
用
が
開
始
さ
れ
た
が
、業
界
へ
の
浸
透

は
十
分
で
な
い
状
況
に
あ
る
。日
建
連
で

は
、二
〇
二
〇
年
を
普
及
促
進
の
正
念

場
と
考
え
、日
建
連
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ（
二

〇
一
七
年
十
二
月
　
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア

ッ
プ
シ
ス
テ
ム
推
進
本
部
決
定
）に
基
づ

き
、中
期（
二
〇
二
一
年
三
月
末
）目
標

の
達
成
に
向
け
、日
建
連
モ
デ
ル
現
場
を

拠
点
と
し
て
ノ
ウ
ハ
ウ
の
展
開
、Ｃ
Ｃ
Ｕ

Ｓ
優
秀
取
組
み
企
業
へ
の
優
先
発
注
、技

能
者
カ
ー
ド
の
色
別
・
職
種
別
賃
金
に

見
合
っ
た
労
務
費
見
積
り
尊
重
の
推
進

な
ど
に
よ
る
技
能
者
、事
業
者
登
録
を

進
め
る
と
と
も
に
本
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し

た
就
業
履
歴
の
蓄
積
を
促
進
す
る
。

　
更
に
、二
〇
二
〇
年
中
に
運
用
が
開
始

指
し
て
い
る
。そ
の
た
め
半
期
お
よ
び
通

年
で
の
実
施
状
況
を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

し
、会
員
各
社
に
情
報
提
供
す
る
と
と

も
に「
建
築
工
事
適
正
工
期
算
定
プ
ロ

グ
ラ
ム
」の
更
な
る
普
及
に
よ
る
適
正
な

工
期
設
定
の
推
進
を
図
る
ほ
か
、施
工

現
場
に
お
け
る
条
件
明
示
、受
発
注
者

に
よ
る
工
程
の
共
同
管
理
、週
休
二
日

工
事
に
必
要
な
環
境
整
備
等
に
つ
き
発

注
者
に
改
善
の
提
案
を
行
う
。

　
ま
た
、中
央
建
設
業
審
議
会
で
検
討

さ
れ
て
い
る
適
正
な
工
期
の
基
準
作
り

に
つ
い
て
、二
〇
二
〇
年
十
月
の
施
行
に

向
け
て
積
極
的
に
働
き
か
け
を
行
う
と

と
も
に
、発
注
者
や
社
会
一
般
の
理
解

を
得
る
た
め
に
Ｐ
Ｒ
・メ
ッ
セ
ー
ジ
発
信

等
を
行
う
。

　
日
建
連
は
、二
〇
二
四
年
に
予
定
さ

れ
る
改
正
労
働
基
準
法
の
罰
則
付
き

の
時
間
外
労
働
の
上
限
規
制
の
建
設

業
へ
の
適
用
に
向
け
て
、会
員
企
業
社

員
の
総
労
働
時
間
の
短
縮
が
必
須
で
あ

る
こ
と
か
ら
、二
〇
一
七
年
に「
時
間
外

労
働
の
適
正
化
に
向
け
た
自
主
規
制
」

を
策
定
し
、会
員
企
業
に
示
し
た
。二

〇
一
九
年
度
か
ら
適
用
が
開
始
さ
れ

た
こ
の
取
組
み
に
対
し
て
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ

プ
調
査
を
行
い
、会
員
各
社
に
お
け
る

全
体
の
取
組
み
の
成
果
と
し
て
建
設
市

場
は
好
調
を
維
持
し
て
い
る
。一
方
、建

設
技
能
者
の
賃
金
は
上
昇
し
つ
つ
あ
る

も
の
の
、未
だ
全
産
業
平
均
よ
り
相
当

低
い
水
準
に
あ
る
。ま
た
、労
働
時
間
や

稼
働
日
数
は
他
産
業
よ
り
も
か
な
り

多
い
状
況
が
続
い
て
い
る
。日
建
連
は
、

建
設
業
界
の
事
業
環
境
が
安
定
し
て
い

る
こ
の
時
期
に
、担
い
手
の
確
保
、働
き

方
改
革
の
推
進
、生
産
性
の
向
上
な

ど
、建
設
産
業
の
基
盤
の
充
実
・
強
化

を
図
る
必
要
が
あ
る
。

　
日
建
連
は
わ
が
国
を
代
表
す
る
元
請

事
業
者
団
体
と
し
て
、二
〇
二
〇
年
度

に
お
い
て
も
、①
建
設
技
能
者
の
処
遇
改

善
の
基
盤
と
な
る
建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
シ
ス
テ
ム（
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
）の
普
及
促
進

と
②
建
設
現
場
に
お
け
る
週
休
二
日
の

促
進
を
中
心
と
す
る
長
時
間
労
働
の
是

正―
―

を
二
大
事
業
と
位
置
付
け
活
動

　
日
建
連
は
四
月
二
十
八
日
、東
京・中

央
区
の
東
京
建
設
会
館
で
二
〇
二
〇
年

度
定
時
総
会
を
開
催
し
た
。総
会
で
は
、

二
〇
一
九
年
度
決
算
の
承
認
、定
款
の
一

部
改
正
の
承
認
、理
事
の
補
充
選
任
が

行
わ
れ
る
と
と
も
に
、二
〇
一
九
年
度
事

業
報
告
、二
〇
二
〇
年
度
事
業
計
画・予

算
等
が
報
告
さ
れ
た
。

　
建
設
業
の
産
業
体
質
の
脆
弱
化
、企

業
体
力
の
弱
体
化
、建
設
技
能
者
の
処

遇
の
低
下
な
ど
の
状
況
下
で
、建
設
技

能
者
の
著
し
い
高
齢
化
と
団
塊
世
代
を

中
心
と
し
た
大
量
退
職
を
近
い
将
来
に

控
え
て
い
る
こ
と
を
深
刻
に
受
け
止
め

た
日
建
連
は
、二
〇
一
五
年
四
月
、「
再

生
と
進
化
に
向
け
て―

建
設
業
の
長

期
ビ
ジ
ョ
ン―

」（
日
建
連
ビ
ジ
ョ
ン
）を

発
表
し
た
。そ
れ
か
ら
五
年
。そ
の
間
の

日
建
連
を
は
じ
め
と
す
る
建
設
業
界

状
況
を
把
握
し
、そ
の
結
果
を
踏
ま
え

て
必
要
な
対
策
を
行
う
。ま
た
、各
社

及
び
各
職
場
に
お
け
る
長
時
間
労
働
の

是
正
の
た
め
の
改
革
・
改
善
の
事
例
を

収
集
し
、水
平
展
開
す
る
。特
に
、試
行

さ
れ
た
新
た
な
手
法（
テ
レ
ワ
ー
ク
な

さ
れ
る
建
設
業
退
職
金
共
済（
建
退
共
）

制
度
の
電
子
申
請
を
見
据
え
て
、民
間

発
注
工
事
も
含
め
た
掛
金
の
完
全
支
払

い
の
推
進
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、Ｃ
Ｃ

Ｕ
Ｓ
に
蓄
積
さ
れ
る
情
報
を
工
事
現
場

の
効
率
的
な
運
営
、外
国
人
技
能
者
の

適
正
な
管
理
に
役
立
た
せ
る
た
め
に
積

極
的
に
活
用
で
き
る
よ
う
、国
土
交
通
省

や
運
営
主
体
で
あ
る（
一
財
）建
設
業
振

興
基
金
に
働
き
か
け
る
。

　「
働
き
方
改
革
」は
、技
術
者
、技
能

者
、事
務
職
を
問
わ
ず
建
設
業
で
働
く

あ
ら
ゆ
る
人
々
に
係
る
、業
界
全
体
と

し
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
課

題
で
あ
る
。

　
担
い
手
の
確
保
、と
り
わ
け
若
年
労

働
者
の
入
職
促
進
に
重
要
な
休
日
の
増

大
に
つ
い
て
は
、現
場
閉
所
は
日
曜
の
み

と
い
う
現
場
の
常
識
を
変
え
て
い
か
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
日
建
連
は
、建
設
現
場
に
お
け
る
週

休
二
日
を
実
現
す
る
た
め「
週
休
二
日

実
現
行
動
計
画
」（
二
〇
一
七
年
十
二

月
　
週
休
二
日
推
進
本
部
決
定
）に
基

づ
き
、二
〇
二
一
年
度
末
ま
で
に
会
員

企
業
の
全
事
業
所
で
四
週
八
閉
所
を
目

２０２０年度　事業計画（概要）

【基本的事業】

産業基盤の充実・強化と積極的な財政政策の実現に向けて

ど
）に
つ
い
て
、各
社
が
持
つ
具
体
的
な

問
題
点
・
効
果
な
ど
の
情
報
を
収
集

し
、発
信
す
る
。

二
〇
二
〇
年
度
定
時
総
会
を
開
催

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
の
普
及
促
進

働
き
方
改
革
の
推
進

１．産業基盤の充実
　担い手の確保、働き方改革の推進、生産性の向上

● 「建設業の長期ビジョン」発表から5年。建設市場は好
調を維持し、建設技能者の処遇も改善。しかし技能者
の処遇は依然として他産業に見劣り。

● 建設業界の事業環境が安定しているこの時期に、担い
手確保、生産性向上など、産業基盤を充実・強化させ
なければならない。

● 日建連は、
　 ①建設キャリアアップシステムの普及推進　
　 ②週休二日の促進を中心とした長時間労働の是正
　 をはじめとした活動に、業界の先導役として、
　 他団体と連携を図りつつ積極的に取り組む。

２．積極的な公共投資の推進と持続的な経済成長の実現

● わが国経済は緩やかな回復が続いている一方で、経
済成長率は他国に比べて低く、成長を取り戻すため
の新たな経済対策が必要。特に大胆な財政政策の発
動が要。

● 災害の激甚化を踏まえた国土強靭化や、他国と比べて
見劣りする交通インフラの整備水準向上、老朽化する
インフラの更新などへの投資をしっかりと行わなけれ
ば、経済成長を確固たるものにはできない。

● 現在の経済政策は財政健全化を重視しているが、国
債金利がほぼ0％台で推移している中、金融コストを抑
えつつ公共投資を拡大する意義は大きい。

● 日建連は、積極的な財政政策こそが経済成長戦略の
中心となるべきことを主張していく。

1. 建設キャリアアップシステムの
　普及促進
　①システムの普及推進
　②システムの高度利用

2．働き方改革の推進
　①週休二日の実現
　②長時間労働の是正
　③けんせつ小町の活躍推進

3．建設技能者の処遇改善
　①賃金水準などの引き上げ
　②社会保険加入促進の
　　ラストスパート
　③重層下請構造等の改善
　④外国人技能者の
　　適切な受入れ

4. 生産性の向上
5. 国土強靱化への対応と
　新たな財政政策の必要性の訴え
6. 広報活動の充実
7. 適切な企業行動の確保
8. インフラシステム輸出戦略への貢献

災害対策への対応、公共工事の円
滑な推進、安全・環境対策等の推
進など７課題

※支部の具体的な活動内容は、
上記を基本として支部毎に作
成する事業実施計画において
定める。

1. 建設業の基本的な課題
　建設キャリアアップシステムの普及・推進、生産性の向上、週休二日の実現など
　18課題、117項目
2. 土木分野の課題
　土木工事に係る諸課題への対応、公共工事の円滑な実施など9課題、67項目
3. 建築分野の課題
　建築設計に関する課題への対応、建築生産に関する課題への対応など
　5課題、73項目

各委員会の活動

重点実施事業

総　論

支部の活動
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